
１　施策の位置づけ

２　施策の評価 ※別紙成果指標あり（社会動態）

人

件

３　主な取組

1

記号

260 4

258 5

262 2

2

記号

16 5

17 1

292 7

４-１　施策の評価・検証　（企画財政課）

４-２　施策の評価・検証　（産業振興課）

住宅の確保・活用 総合評価

評価 重点化

事業構成の適正
移住定住促進のため関係機関と調整の上、就職・転職情報を発信し、ＵＩＪターンを
促進する。

事業の重点化

令和４年度から農地下限面積を設定し、農地付住宅を所有できるように環境を充実さ
せ、転入者の増加を目指す。また、地域おこし協力隊の機業・定着支援を実施する。

　

拡大 Ａ

Ａ

事業構成の適正

　コロナ感染症の拡大を契機とした、地方移住に対応し、テレワーク関連施設の整備
（ハード事業）を行い体制が整えられたので、今後はソフト事業として活用するため
の事業を進めていく。

事業の重点化

維持朝日村空き家活用事業補助金

　子育て将来世代住宅取得補助金は、村内に住宅を取得する若い世代への経済的支援
として実施している。移住定住施策としてＲ３年度は１２件と増えており、村の人口
維持施策として、ハウスメーカーや不動産業者へ制度の周知を図りつつ、重点化、事
業の拡大を図っていきたい。

評価視点 評価コメント

指標（ＫＰＩ）
単
位

基準値 達成値

23 25

移住・定住施策の推進

Ａ

評価視点 評価コメント

22

R4 R5

総合評価

朝日村に魅力を感じ、移住・定住を希望する人の増加を目的とする、移住・定住促進のための情報
発信、イベント等の実施

拡大 縮小 Ａ 　

（様式２） 令和４年度　施策評価シート

拡大

重点化

子育て世代や若者等の移住・定住を促進するための、住環境の整備

成果

主要施策 ２－１．暮らしたい、暮らし続けたいと感じる移住・定住施策を推進します

担当課
R6

転入者数 129 137 93 107

事務事業名

125

H30 R1

テレワーク事業補助金 企画財政課

基本戦略 １．魅力にあふれ暮らしたくなる村をつくります

重点目標 ２．誰もが暮らしたくなる環境づくり

Ａ

評価

コスト

コスト

事務事業名 担当課

企画財政課
空き家バンクを通じ
て成約した空き家数

19 21

目標値

R2 R3

空き家調査委託料 建設環境課 休・廃止 皆減 Ａ 　

村の魅力創出事業委託料 企画財政課 維持 維持 Ａ 　

テレワークシステム構築委託料 総務課 拡大 維持 Ａ 　

企画財政課

子育て世代住宅取得補助金 企画財政課

維持

担当課 成果



４-３　施策の評価・検証　（建設環境課）

事業の重点化

空家等対策として、「発生予防」、「適正な管理」、「利活用の促進」などといった
取り組みを効率的に進める。
村営住宅の改修を長寿命化計画に沿って進める。

評価視点 評価コメント

事業構成の適正

令和3年度に実施した空き家実態調査の結果を元に今年度空家等対策計画を策定し、空
き家対策を推進する。また、空家の利活用について、企画財政課と情報を共有し、移
住・定住を推進する。



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

補助金細節名称テレワーク事業補助金

担当者 係長

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀テレワーク交付金 45,000

予算科目 款 02 項 01 目

手 段 地方創生交付金を活用し、民間運営施設の開設支援を行う

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 １．魅力にあふれ暮らしたくなる村をつくります

重点目標 ２．誰もが暮らしたくなる環境づくり

主要施策 ２－１．暮らしたい、暮らし続けたいと感じる移住・定住施策を推進します

対 象 タジマモーターコーポレーション株式会社（里山のオフィス） 補助単独 補助

企画財政課

事 業 名 称

概 要

目 的 誰もが暮らしたくなる環境づくり、村民の雇用確保のため、テレワークを活用した雇用機会創出を行う 経費区分 臨時

06 開始年度

新/継 新規

目 標 テレワーク施設を活用した移住者の確保

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 0 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

45,000

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

条例等の制約がある公共施設ではなく、スピード
感を持ち、料金設定や利用時間等自由に設定・
運営ができるよう、民間施設への開設支援という
選択を行った。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題
施設を利用する企業や利用者について、運営者
と連携した事業等を行うことで、早期に安定した
利用者・運営につなげる

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大 ✔

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

NG Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

260令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

運営業者と連携して、施設の有効活用に繋がる
取り組みを実施する。
また、サテライトオフィスを利用する企業等との
マッチング等を行うことで、移住定住に繋がる企
業誘致に取り組む。

人 単位目標値 単位 移住者数　５ 単位



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

258令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

元気づくり支援金を活用しての事業は終了となる
が、令和４年度までに育成した指導者を中心に、
教室やイベントの開催を行っていく。

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ｂ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

コロナ禍の影響で満足にイベントを行えなかっ
た。コロナ禍でも行えるようなイベントを計画する
必要がある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

1,691

単位 人 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

当初の予定では、「バルシューレ教室」、「運動テ
スト」、「指導者講習会」、「交流会」など複数の計
画をしていたが、コロナ禍の影響で満足にイベン
トを行えなかった。参加者総数348名

目標実績値 単位 イベント参加者総数　348

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 1,850 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 １．魅力にあふれ暮らしたくなる村をつくります

重点目標 ２．誰もが暮らしたくなる環境づくり

主要施策 ２－１．暮らしたい、暮らし続けたいと感じる移住・定住施策を推進します

対 象 朝日村内、首都圏の移住希望者 補助単独 単独

企画財政課

事 業 名 称

概 要

目 的 健康づくり、移住定住施策の推進、子育て施策の推進 経費区分 臨時

06 開始年度

新/継 新規

目 標 子育て環境の充実、基礎運動能力向上、移住者の増加

予算科目 款 02 項 01 目

手 段 業務委託

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③その他 1,122 ③

委託料細節名称村の魅力創出事業委託料

担当者 係長

Ｂ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ｂ

②イベントの開催 637 ②

活動指標

事業費

➀ ➀バルシューレ教室の開催 100



【朝日村第６次総合戦略】

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

262令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 1,000 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

テレワーク環境の保守

財源

（千円）

予算額 0 予算額 1,000 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ｂ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

今後推進する電子申請等に対応したセキュリティ
対策、利便性・効率性の向上を考慮したネット
ワーク環境整備が求められる。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大 ✔

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

テレワーク環境整備、ネットワーク分離（セキュリ
ティ対策）整備、オンライン会議システム整備、

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 30,568 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 １．魅力にあふれ暮らしたくなる村をつくります

重点目標 ２．誰もが暮らしたくなる環境づくり

主要施策 ２－１．暮らしたい、暮らし続けたいと感じる移住・定住施策を推進します

対 象 全職員 補助単独 単独

総務課

事 業 名 称

概 要

目 的 行政事務の効率化・業務継続対応と職員の働き方改革の推進 経費区分 臨時

15 開始年度

新/継 新規

目 標 行政事務の効率化・業務継続対応と職員の働き方改革の推進

予算科目 款 02 項 01 目

手 段 サテライトオフィス、在宅勤務での業務継続するためのネットワーク、端末整備

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

委託料細節名称テレワークシステム構築委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀委託料 30,568



【朝日村第６次総合戦略】 2 1 2

：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

件 単位目標値 2 単位 件 2 単位

16令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 1,500 一 般 財 源 1,500 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

事業の継続。
建設環境課で令和３年度に実施の空き家調査を
活用し、空き家登録者を募る

事業の継続及び空き家バンク（売買）の取り扱い
の検討。

財源

（千円）

予算額 1,500 予算額 1,500 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ｂ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

紹介できる空き家が少なくなってきている。他課
とも連携して村内の空き家の把握が必要

依然として紹介できる空き家が少ない。空き家所
有者への積極的な呼びかけ、制度の見直し等が
必要

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 件 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

村内の空き家を有効に活用するために、改修
費、家財整理費用等に補助金を交付する。R2年
度の実績は1件であった。

村内の空き家を有効に活用するために、改修
費、家財整理費用等に補助金を交付する。R３年
度の実績として、改修補助・家財整理が１件、利
用契約支援が２件であった。

目標実績値 2 単位 件 2

そ の 他 特 財

一 般 財 源 627 一 般 財 源 666 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 １．魅力にあふれ暮らしたくなる村をつくります

重点目標 ２．誰もが暮らしたくなる環境づくり

主要施策 ２－１．暮らしたい、暮らし続けたいと感じる移住・定住施策を推進します

対 象 移住希望者、空き家活用要望者 補助単独 単独

企画財政課

事 業 名 称

概 要

目 的 空き家の利活用、移住・定住の促進 経費区分 経常

'06 開始年度

新/継 継続

目 標 空き家バンクを通じて成約した空家数25件（R2～R6累計）

予算科目 款 '02 項 '01 目

手 段 補助金

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②空き家バンク利用契約支援助成金 27

2 年度 所 管 課

③空き家改修事業補助金 500 ③空き家改修事業補助金 500 ③

補助金細節名称朝日村空き家活用事業補助金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

②空き家バンク利用契約支援助成金 66 ②

活動指標 空き家バンクを通じて成約した空家数25件（R2～R6累計）

事業費

➀空き家活用事業補助金 100 ➀空き家活用事業補助金 100
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：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

補助金細節名称子育て世代住宅取得補助金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

②　新築10件 5,000 ②

活動指標 転入者数：基準値129人　目標値125人

事業費

➀補助金支払　新築1件　中古3件 1,250 ➀補助金支払い　

予算科目 款 '02 項 '01 目

手 段 補助金

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③　中古２件 500 ③

基本戦略 １．魅力にあふれ暮らしたくなる村をつくります

重点目標 ２．誰もが暮らしたくなる環境づくり

主要施策 ２－１．暮らしたい、暮らし続けたいと感じる移住・定住施策を推進します

対 象 ４５歳以下の者、又は中学生以下の子どもを有する者　その他、要綱に準ずる 補助単独 単独

企画財政課

事 業 名 称

概 要

目 的 子育て世代や若者等の移住・定住の促進 経費区分 経常

'06 開始年度

新/継 継続

目 標 移住者、定住者の増加

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④　土地２件 1,000 ④

目標実績値 4 単位 件 10

そ の 他 特 財

一 般 財 源 1,250 一 般 財 源 6,499 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 件 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

本年度より事業が始まり、補助金の交付件数も4
件と着実に活用されている。

子育て世代や若者等の移住・定住の促進を目的
として、対象者へ補助金の交付を行う。事業の認
知度も上がり、申請件数が増えてきていて、実績

として10人に対して補助金の交付を行った。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

申請件数が増えてきているのでスムーズに補助
金の交付が行えるように財源を確保すること

申請数が増加したことによる、対象者への周知の
漏れが起きないように留意する。また、充分な財

源の確保に努める

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大 ✔

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ｂ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 1,500 予算額 7,000 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

17令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 1,500 一 般 財 源 7,000 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

事業を継続して行っていく。 継続して事業を行っていく

件 単位目標値 6 単位 人 10 単位
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：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

292令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止 ✔

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題
アンケートの回答がない物件や所有者の特定が
難しい物件に対しての今後の対応

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

【取組内容】水道の閉栓状況などを踏まえ空き家
と思われる物件の外観調査後、所有者へのアン
ケートを実施し空家台帳を作成。【成果】空家台
帳作成、アンケート調査結果の取りまとめ、空家

管理図作成

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 2,453 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 １．魅力にあふれ暮らしたくなる村をつくります

重点目標 ２．誰もが暮らしたくなる環境づくり

主要施策 ２－１．暮らしたい、暮らし続けたいと感じる移住・定住施策を推進します

対 象 空き家と思われる物件 補助単独 補助

建設環境課

事 業 名 称

概 要

目 的 空家等の特定と今後の管理について明確にする 経費区分 臨時

01 開始年度

新/継 新規

目 標 今回の調査を基に空家等対策計画の策定を行う

予算科目 款 08 項 01 目

手 段 水道の閉栓状況などを踏まえ空き家と思われる物件の外観調査や所有者へのアンケートの実施

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

委託料細節名称空き家調査委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀空家実態調査 2453


